
リュームゾーンであった「専任職（職務の限定あり）」
を管理職に登用できる「地域限定管理職制度」を導
入し、女性従業員の活躍の場を拡大する取組を実施
しました。また、女性の技術者が現場で働きやすいよ
うに職場環境を整備し、施工分野等へ女性従業員を
積極的に配置しています。この取組の結果、建築技術
に従事する女性割合が3.4%（平成27年度）から3.7%

（平成29年度）、設計に従事する女性割合が11.0%

（平成27年度）から12.2%（平成29年度）、設備に従事
する女性割合が4.2%（平成27年度）から5.0%（平成
29年度）に上昇し、女性の活躍の場が着実に広がっ
ています。同社では、女性割合の低い課長職以上の
候補者の母集団を確保するため、平成25年度から主
任級の女性を対象に、選抜型育成研修である「女性
リーダー育成研修（W-LEAP）」を開催しています。こ
の研修は2か年で実施し、同期の受講生のネットワー
クを構築するだけでなく、過年度の受講生がメンター
として受講生をフォローすることで、タテのネットワー
クも構築できます。このことが、女性従業員が将来の
キャリアを考える上で、現状の課題点を整理する助け
となっています。これまでに、研修受講者50名のうち、
16名が管理職へ昇格しました。その結果、課長クラス
に占める女性割合が3.2%（平成27年度）から4.2%

（平成29年度）まで増加しました。また、同社では、管
理職に昇格した後も、社外の能力開発研修に積極的
に派遣し、女性のキャリアアップを支援しています。女
性活躍推進に関するトップメッセージや、ダイバーシ
ティをテーマとした役員・従業員の対話の様子を、社
内報を通じて全社に発信しています。また、全従業員
を対象にeラーニング「ダイバーシティ講座」を展開
し、部下を育成する立場にあるライン長には「ダイ
バーシティライン長研修」を実施しています。この研
修では、現場で実際に女性部下を持つライン長への
取材をもとに作成したオリジナルの研修教材を用い
ることで、現場に即した内容でダイバーシティ推進に
対する理解を深めるとともに、部下のキャリア形成を
サポートするポイントを学ぶことができます。
　さらに、若手女性従業員による疲労軽減ウェア「職
人DARWING小町」の開発や（一社）日本建設業連合
会の「けんせつ小町工事チーム」への登録等、女性従
業員が作業所（建設現場）で活躍できるような環境づ
くりを積極的に進めています。
近年、建築を学ぶ女子学生の比率が高まっており、同
社でも前述の通り、女性の技術系従業員を積極的に
採用してきました。一方、特に建設作業所においては、

長として設置された「抜本的全社生産性向上による
WLB向上委員会」にて、長時間労働体質の改善をは
じめとする働き方の見直しを進めており、今後全従業
員のワーク・ライフ・バランスの実現を図るための具
体的な施策を順次展開していく予定です。また、平成
30年4月より、新しい従業員体系として、地域限定の
総合職を導入することにより、家庭の事情等で全国
転勤ができないため総合職になれなかった従業員に
も、総合職への転換の道を拓いていきます。これらを
はじめとして、女性従業員が継続就業しながら、キャ
リアを形成できるように、両立支援制度の拡充等の
一つひとつの課題に取り組むことで、「性別にかかわ
らず、誰もが働きやすい職場」に向けた全社的な意識
改革等の取組をより一層進めていきます。　株式会
社 竹中工務店は、創立100年を超える歴史を持つ総
合建設企業です。同社では、CSRビジョンとして『ス
テークホルダーとの対話を深め、その思いを「まちづく
り」を通してかたちにし、未来のサステナブル社会へ
つないでいきます。』を掲げ、建築というもの作りを通
じた新たな価値の提供に向けて、多様な視点からの
発想で進化し続けることが重要であると考えていま
す。そのため、性別や国籍を問わず継続的に優秀か
つ多様な人材の確保と活用を推進すべく、同社では、
全従業員がその能力を遺憾なく発揮できる職場環境
の整備と従業員の能力伸長を支援しています。昭和
63年に3名の女性総合職を採用して以来、毎年継続
して女性総合職を採用しています。平成26年1月に
「女性社員の活躍推進の視点から」というテーマで実
施したステークホルダーダイアログで明らかとなった
課題の解決に向けて、さまざまな施策の検討を開始
しました。その後、平成26年4月に人事室内にダイ
バーシティ女性活躍推進グループ（現、ダイバーシ
ティ推進グループ）を設置し、全国7か所にある本店・
支店の人事・総務担当者の中からダイバーシティ推進
担当を任命し、全国で各種施策を展開しています。同
社では、『新卒採用者に占める技術系従業員のうち、
女性従業員の採用を15%以上』という目標を設定し、
積極的に女性技術者の採用を進めています。女子学
生向けの採用パンフレットを作成するとともに、採用
ホームページ内においても社内の各分野で活躍し、
ロールモデルとなる女性従業員を積極的に紹介して
います。その結果、技術系総合職に占める女性割合は
12.4%（平成27年度）から22.7%（平成29年度）にま
で増加しており、技術系の女性を多く採用することに
成功しています。平成22年度に、女性従業員のボ

リーダー育成研修（W-LEAP）」を開催しています。こ
の研修は2か年で実施し、同期の受講生のネットワー
クを構築するだけでなく、過年度の受講生がメンター
として受講生をフォローすることで、タテのネットワー
クも構築できます。このことが、女性従業員が将来の
キャリアを考える上で、現状の課題点を整理する助け
となっています。これまでに、研修受講者50名のうち、
16名が管理職へ昇格しました。その結果、課長クラス
に占める女性割合が3.2%（平成27年度）から4.2%

（平成29年度）まで増加しました。また、同社では、管
理職に昇格した後も、社外の能力開発研修に積極的
に派遣し、女性のキャリアアップを支援しています。女
性活躍推進に関するトップメッセージや、ダイバーシ
ティをテーマとした役員・従業員の対話の様子を、社
内報を通じて全社に発信しています。また、全従業員
を対象にeラーニング「ダイバーシティ講座」を展開
し、部下を育成する立場にあるライン長には「ダイ
バーシティライン長研修」を実施しています。この研
修では、現場で実際に女性部下を持つライン長への
取材をもとに作成したオリジナルの研修教材を用い
ることで、現場に即した内容でダイバーシティ推進に
対する理解を深めるとともに、部下のキャリア形成を
サポートするポイントを学ぶことができます。
　さらに、若手女性従業員による疲労軽減ウェア「職
人DARWING小町」の開発や（一社）日本建設業連合
会の「けんせつ小町工事チーム」への登録等、女性従
業員が作業所（建設現場）で活躍できるような環境づ
くりを積極的に進めています。
近年、建築を学ぶ女子学生の比率が高まっており、同
社でも前述の通り、女性の技術系従業員を積極的に
採用してきました。一方、特に建設作業所においては、
取引先も含めて一般的に男性が多く、働き方をはじ
め、更衣室や休憩室等も男性仕様になっていることか
ら、女性が働き続けることへの理解や、働きやすい環
境の整備は十分ではありませんでした。このため、女
性従業員が仕事と家庭の両立を図りながらキャリア
を形成することに対して、取引先にも理解を促すとと
もに、女性にも配慮した作業所環境を構築することが
課題となっています。
　これらの課題に対して、全社的な生産性向上、働き
方の見直しを通じた時間外労働の削減を図るととも
に、女性が働きやすい作業所環境の整備のために、
女性従業員の声を反映して作成した「女性が働きや
すい作業所環境整備マニュアル」を、今後本格運用
する予定です。同社では、平成29年4月に社長を委員

　株式会社 竹中工務店は、創立100年を超える歴史
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女性従業員の採用を15%以上』という目標を設定し、
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生向けの採用パンフレットを作成するとともに、採用
ホームページ内においても社内の各分野で活躍し、
ロールモデルとなる女性従業員を積極的に紹介して
います。その結果、技術系総合職に占める女性割合は
12.4%（平成27年度）から22.7%（平成29年度）にま
で増加しており、技術系の女性を多く採用することに
成功しています。平成22年度に、女性従業員のボ
リュームゾーンであった「専任職（職務の限定あり）」
を管理職に登用できる「地域限定管理職制度」を導
入し、女性従業員の活躍の場を拡大する取組を実施
しました。また、女性の技術者が現場で働きやすいよ
うに職場環境を整備し、施工分野等へ女性従業員を
積極的に配置しています。この取組の結果、建築技術
に従事する女性割合が3.4%（平成27年度）から3.7%

（平成29年度）、設計に従事する女性割合が11.0%

（平成27年度）から12.2%（平成29年度）、設備に従事
する女性割合が4.2%（平成27年度）から5.0%（平成
29年度）に上昇し、女性の活躍の場が着実に広がっ
ています。同社では、女性割合の低い課長職以上の
候補者の母集団を確保するため、平成25年度から主
任級の女性を対象に、選抜型育成研修である「女性

のため、多様な人材が仕事と生活を
両立しながら最大限に力を発揮でき
る環境・組織風土の実現に向け、
キャリア形成支援と、働き方の選択
を柔軟にできる環境整備をさらに加
速してまいります。
　より良い未来を次世代に届けるた
めに、社員一人ひとりが情熱をもっ
て挑戦し続けることができる風土づ
くりを今後も進めてまいります。

　この度は、栄えある賞を賜り、誠に
ありがとうございます。
　当社では、「モノづくりはヒトづく
り」という考えのもと、社員一丸とな
りこれまで多数の革新的な製品を生
み出してきました。社員が安心して働
き続けられるよう、1990年代より法
定基準を上回る育児や介護との両立
支援制度を整備し、ライフイベント
を理由にした退職者はほぼゼロにな
りました。今後は、さらなる企業成長

イベントを迎えると生活に時間を取られてしまうこと
も多くなり、仕事では昇格意欲がないと周囲に映って
しまうことが活躍を阻んでいる一因です。こういった
時期に女性従業員のキャリアアップをうまくサポート
し、彼女たちが昇格をし、キャリアのステージが上が
れば、周囲の期待値や業務の範囲も広がり、さらなる
活躍が期待できます。それには女性自身の強い気持
ちも必要であり、大多数を占める男性管理職のさらな
る意識改革も必須だと考えています。そして女性の会
社での活躍推進と男性の家庭での活躍推進は両輪
ととらえ、男性の家庭参画も促進していきます。
　介護については、全従業員が介護という乗り越える
べきライフステージがあるということを理解し、今まさ
に直面している従業員を自分事として温かく支える会
社風土を築くことだと考え、取組を進めています。

　同社は、現在の取組を風土醸成にまでつなげるこ
とが重要であると考えています。現状は制度や仕組み
で、育児・介護をしている従業員を支援しているという
状況ですが、会社の風土として自然にできるようにな
ることが本質であり、これには全従業員の意識改革
が必要だと考えています。新入社員や階層ごとに行う
教育や、組織を束ねるマネジメントを対象とした意識
改革研修などを通じて、行動を変えることに粘り強く
取り組んでいきます。
　その結果として、多様な人材が力を発揮すること
で、新たな価値を創造し続ける企業、ダイバーシティ
が活かせる企業を目指していきます。

間、2回まで、暦月単位で利用可能です（フレックス
タイム制度非適用者）。今後、介護に直面する従業員
の増加が見込まれることから、積極的に情報提供を
行っており、「家族で考える介護ハンドブック」を作
成・配布したほか、毎年、遠距離・親の介護・介護事情
の3つのシーン別に介護セミナーを実施しています。

●その他の取組等
　柔軟な働き方を推進するため、平成2年度にフ
レックス勤務、平成23年度に裁量労働制度（平成29

年度に拡充）を導入しています。平成30年10月から
は、コアタイム（出社義務）がない在宅勤務制度（上
限5日/月）と、コアタイム（出社義務）があるがコアタ
イム以外の勤務時間・場所を柔軟に選択可能なテレ
ワーク制度を、フレックスタイム制度が適用されてい
る全従業員を対象に導入しました。また、夏期（6月
～8月）に本社と先端技術研究所において、コアタイ
ムを1時間短縮し、通常勤務（8：40～17：40）を1時間
前倒しで勤務する朝型勤務「Morning Shift」を推奨
しています。さらに、従業員一人ひとりが創出できた
時間を有効に使うことを応援する取組として、平成
29年から「Start-up！応援金」を導入しています。「学
び」（ビジネススキルセミナー、オンライン学習、趣味
や一般教養等）、「健康増進」から選択して取組を進
め、支給要件を満たした場合、一人当たり最大
18,000円を支給しています。

　女性活躍推進では、両立支援制度を拡充しただけ
では育児と仕事の両立は一筋縄ではいかないと考え
ています。女性従業員に見られる傾向としては、ライフ

で分割して利用可能であり、取得回数に上限はあり
ません。また、月5日間を上限にフルタイム勤務をす
ることが可能です。いずれも、仕事と育児の両立をす
る従業員の声を踏まえ、子どもの小学校入学や長期
休暇等を考慮した制度設計としています。
　男性の育児参画を目的として、配偶者出産休暇制
度を導入しており、配偶者出産前15日～出産後3か
月以内で5日間まで取得可能としています。配偶者出
産休暇制度は有給で分割取得可能としており、平成
29年度は555名が利用しました。また、育児休業中
の従業員とその配偶者を対象に夫婦で参加する復
職支援セミナーを開催しています。近年は約8割が
夫婦又はパートナーと参加しています。このセミナー
と、育休前後に上司と本人で実施する育休前後面談
により、上司や男性従業員の仕事と育児の両立に対
する理解を深め、職場・上司を巻き込んで、女性従業
員が仕事も育児もあきらめない取組をしています。
　また、平成19年からトヨタグループ会社協賛5社
で事業所内託児所6施設を運営しています。生後8

週間～小学校入学前までの児童を受け入れており、
勤務に合わせて7時～20時半まで開所しており、祝
日の一時保育も行っています。
　同社は全従業員が「安心して働き 安心して出産・
子育て」できる会社を目指しています。

●介護関連制度
　介護休業制度は、対象家族1人かつ傷病ごとに最
大1年間、何回でも分割取得可能としており、過去3

年間に男性75人、女性48人が取得しています。復職
率は男性が100％、女性が98％となっています。介護
のための勤務時間短縮制度は、1日の勤務時間を6

時間又は４時間30分から選択可能であり、通算3年

　株式会社デンソーは、自動用システム製品の開
発・製造・販売を行っている、グローバル企業です。
同社では、出産・育児を理由とする女性従業員の離
職を減らすことを目的として、平成16年から両立支
援制度の拡充に注力してきました。その後、出産・育
児を理由とする離職者はほぼゼロになりましたが、
女性だけが育児も仕事も抱えてしまう傾向が見られ
たため、平成26年からは、取組の方向性を育児支援
から仕事と家庭の『両立』支援・キャリア形成支援に
シフトしました。両立支援制度も育児を支援する内
容から、全従業員が「働きやすい」制度を目指し、一
人ひとりの時間創出と「働きがいの革新」へと向けて
改善を重ねてきました。あわせて、男性の育児参画
促進の取組も開始しました。
　同社の両立支援推進体制は、人事部人事戦略室
内の人材活躍推進課が中心となっており、勤務制度
や福利厚生については、労務室と連携して活動して
います。

●育児関連制度
　育児休業制度は、子が小学校を卒業するまでの間
で通算3年間、5回まで、暦月単位で分割して取得可
能です。産後すぐの育児休職を「産後育児休業」、同
一の子に対する2回目以降の休職を「あんしん育児
休職」としており、あんしん育児休職を取得する際
は、前回のあんしん育児休職から復職後1年以上経
過していることを要件としています。育児短時間勤務
制度は、子が小学校卒業前まで、通算4年、暦月単位

株式会社デンソー
製造業

厚生労働大臣優良賞

常務役員 　
下方 敬子氏

取組上の課題等

今後の展望

取組の背景と経緯

育児・介護関連制度

均
等
推
進
企
業
部
門

フ
ァ
ミ
リ
ー・フ
レ
ン
ド
リ
ー
企
業
部
門

受賞企業のコメント

ファミリー・フレンドリー企業部門

1949年（昭和24年）
愛知県刈谷市
自動車関連部品・生活関連機器・
産業機器等の開発・製造・販売
51,475人
（女性：8,439人、男性43,036人）
（2018年4月1日現在）

Profile
設 立
本社所在地
事 業内容

従 業員数

両立支援制度の拡充による育児支援からキャリア形成支援に
取組をシフト。介護支援はさまざまなシーンを想定し、情報提供。

柔軟な働き方に対する取組にも注力
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